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＜通所リハビリテーション＞

（事業所数の変化や経営状況）

○高齢者が増え、通所リハビリテーションを必要としている人が増えているはずだが、提供量は減少している。事業所数
の減少について、精査が必要ではないか。

○令和７年度概況調査では、他の在宅サービスに比べ、通所リハビリテーションの収支差率は低いため、基本報酬の見直
しが必要ではないか。

（リハビリテーションの質の評価）

○生活期リハビリテーションは心身機能・活動・参加にバランスよく提供することが推奨されるが、心身機能に偏ってい
るという指摘がある中、活動や参加のリハビリテーションについて、より高く評価することを検討すべきではないか。

○令和６年度の審議報告において指摘されたアウトカム評価の在り方について、通所リハビリテーションについても、
LIFEのデータを活用し、具体的な指標や評価方法を検討すべきではないか。

（リハビリテーション・栄養・口腔の一体的取組）

○令和６年度介護報酬改定で創設されたリハビリテーション・栄養・口腔の一体的取組の評価について、より推進してい
くために、課題を把握すべきではないか。

○リハビリテーション・栄養・口腔の一体的取組は重要だが、多職種連携や会議の開催、計画書の同意取得などの業務に
時間を要していると聞いている。実態に合った要件の見直しや事務負担の軽減が必要ではないか。

これまでの分科会における主なご意見①

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの
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これまでの分科会における主なご意見②
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＜通所リハビリテーション＞

（各種加算）

○認知症短期集中リハビリテーション実施加算や生活行為向上リハビリテーション実施加算について、実態に合った要件
の見直し等が必要ではないか。

○リハビリテーション提供体制加算の算定要件について、常時リハ職配置25：1の配置は実情に応じていないため、常時
の考え方を柔軟化した方がよいのではないか。

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの

介護給付費分科会における関係団体等意見交換会においては、以下について要望があった。

【全国リハビリテーション医療関連団体協議会】

○退院時共同指導加算における要件の拡大

○生活行為向上リハビリテーション実施加算の普及に向けた算定要件の柔軟化

○通所リハビリテーション費における運営基準の見直し

○介護予防通所リハビリテーションと総合事業（通所型サービス）の併用可能の明文化

○生活期における治療用装具及び補装具の継続的評価について

【リハビリテーション専門職団体協議会】

○自助具の採型・採寸、試作・試行に関する技術の評価

○新たな地域医療構想を踏まえた退院後のリハビリテーションの提供確保を推進するための医療機関に明快で利便性の高
い介護資源への転換
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３．参考資料

5



通所リハビリテーション 目次

論点①：リハビリテーションマネジメントの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７

論点②：退院時共同指導加算の拡充・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19
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高齢者の生活期リハビリテーション（イメージ）
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心身機能

筋力、持久力等の運動機能

起き上がり、起立等の基本動作能力

参加

家庭での役割、地域のコミュニティ等へ参加（社会参加）

活動

歩行能力、排泄・入浴・更衣等の日常生活動作（ADL）

家事動作等の手段的日常生活動作（IADL）

生
活
機
能

○リハビリテーションは、単なる機能回復訓練ではなく、潜在する能力を最大限に発揮させ、日常生活の活動を高め、
家庭や社会への参加を可能にし、その自立を促すものである。

運動療法
筋力増強訓練、持久力訓練等

基本動作訓練

起き上がり訓練、

立ち上がり訓練等

ADL訓練
移乗訓練、トイレ動作訓練、

入浴訓練、更衣訓練等

IADL訓練
家事動作訓練、外出訓練、

余暇活動等のための訓練等

環境調整・支援
家屋評価・調整、福祉用具・自助具の評価・選定、家族・支援者への指導等

高次脳機能訓練 言語聴覚訓練 摂食嚥下訓練

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
内
容

※個々の状態に応じて適宜実施

歩行訓練

時間軸

社保審－介護給付費分科会
資料３

第258回（R８.6.15)



リハビリテーションマネジメント
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リハビリテーションマネジメント加算では調査、計画、実行、評価、改善のサイクルの構築を通じて、「心身機能」、個人として行う食
事等の日常生活動作や買い物等の手段的日常生活動作といった「活動」をするための機能、家庭で役割を担うことや地域の行事に関与す
るといった「参加」をするための機能について、バランスよく働きかけるリハビリテーションが提供できているかを継続的に管理するこ
とを評価する。

居
宅
で
の
情
報
収
集

リハビリテーション会議
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

モニタリング
・計画の評価又は見直し
・終了後に利用予定サービス

の担当者の参画と情報提供
・リハビリテーションの結果

報告

情
報
提
供

医
師
、
介
護
支
援
専
門
員

地
域
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
等

【訪問・通所リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント】

・リハビリテーション計画の作成
・医師や理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による

本人・家族へのリハビリテーション計画の説明と同意

地域の通いの場
（自治会、サロン）

通所介護

【参加】

役割づくり

【協働】
リハビリテーションの観点で支援方針や方法の共有

介護支援専門員、他の居宅サービスの従事者等
（ケアプラン、居宅サービス計画と連動）

ケ
ア
プ
ラ
ン

調査 計画 実行 評価・改善

利用者・家族・医師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士
看護職員・介護職員 等

概要

【リハビリテーション会議】
会議を開催し、利用者の状況等を構成員と共有

【リハビリテーション計画】
進捗状況を定期的に評価し、必要に応じ見直しを実施

【医師の指示】
医師がリハビリテーションの詳細な指示を実施

【情報連携】
PT・OT・STがケアマネを通じ、他の事業所に介護の工夫等の
情報を伝達

リハビリテーションマネジメントに係る要件 ※主なもの

基本報酬 リハビリテーションマネジメント加算の算定要件

【リハビリテーション計画の説明・同意】
PT・OT・STが利用者等に説明・同意を得て医師へ報告

【居宅訪問】
PT・OT・STが利用者の居宅を訪問し、家族等に介護の工夫等の指導および
日常生活上の留意点に関する助言を行う

社保審－介護給付費分科会
資料３

第258回（R８.6.15)



リハビリテーションマネジメント加算、生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定率
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請求事業所数
算定率

（事業所ベース）
利用者数

算定率
（利用者ベース）

通所リハビリテーション 7655 416393

リハビリテーションマネジメント加算（イ） 1115 14.6% 32362 7.8%

リハビリテーションマネジメント加算（ロ） 2986 39.0% 135158 32.5%

リハビリテーションマネジメント加算（ハ） 806 10.5% 46174 11.1%

リハビリテーションマネジメント加算（医師説明） 2813 36.7% 125258 30.1%

訪問リハビリテーション 5747 123086

リハビリテーションマネジメント加算（イ） 932 16.2% 13743 11.2%

リハビリテーションマネジメント加算（ロ） 1758 30.6% 36613 29.7%

リハビリテーションマネジメント加算（医師説明） 1702 29.6% 33729 27.4%

【出典】介護保険総合データベースの任意集計（令和７年11月審査分（令和７年10月サービス提供））より老健局老人保健課にて作成

■リハビリテーションマネジメント加算

■生活行為向上リハビリテーション実施加算

請求事業所数
算定率

（事業所ベース）
利用者数

算定率
（利用者ベース）

通所リハビリテーション 7655 416393

生活行為向上リハビリテーション実施加算 122 1.6% 621 0.1%

介護予防通所リハビリテーション 7474 194109

生活行為向上リハビリテーション実施加算 97 1.3% 392 0.2%



通所リハビリテーション計画の内容
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そ
の
他

リハマネ加算あり（n=178915） リハマネ加算なし（n=23111）

○リハビリテーション計画の内容は、リハビリテーションマネジメント加算の算定の有無に関わらず、筋力増強訓練、
歩行訓練が多く、 ADL訓練やIADL訓練は少ない。

【出典】介護保険総合データベースのLIFEデータの任意集計（令和７年10月～12月審査分）より老健局老人保健課にて作成



通所リハビリテーションで実施された内容（リハマネ加算算定の有無）
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○実施内容はリハビリテーションマネジメント加算の算定の有無に関わらず、筋力増強訓練、歩行訓練、関節可動域訓
練が多く、ADL訓練やIADL訓練は少ない。
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運動療法 基本動作訓練 歩行訓練 ADL訓練 IADL訓練 高次脳機能訓練 言語聴覚訓練 摂食

嚥下

訓練

物理療法 環境調整・支援

リハマネ加算算定あり（n=515） リハマネ加算算定なし（n=391）

【出典】通所・訪問リハビリテーションの適切な在り方についての調査研究事業（令和７年度老人保健健康増進等事業）



（通所リハビリテーション）リハビリテーションマネジメント加算とADL、IADLの変化
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○リハビリテーションマネジメント加算算定の有無によるADL、IADLの変化の違いは認められなかった。

■利用開始時のADL（BI）

16.4%

15.7%

17.4%

45.6%

44.9%

46.5%

23.1%

22.5%

23.8%

8.4%

8.7%

7.9%

3.3%

4.1%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=906）

リハマネ算定あり

（n=515）

リハマネ算定なし

（n=391）

100点 80～95点 60～75点 40～55点

20～35点 0～15点 無回答

■利用開始時のIADL（FAI）

2.1%

1.4%

3.1%

14.3%

13.2%

15.9%

18.8%

17.3%

20.7%

63.6%

67.0%

59.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=906）

リハマネ算定あり

（n=515）

リハマネ算定なし

（n=391）

28点以上 19-27点 10-18点 0-9点 無回答

7.5%

8.0%

6.9%

5.7%

4.9%

6.9%

13.2%

15.1%

10.7%

57.5%

55.1%

60.6%

11.9%

12.2%

11.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=906）

リハマネ算定あり

（n=515）

リハマネ算定なし

（n=391）

15点以上 10点 5点 0点 -5点以下 無回答

■利用開始から６ヶ月後のADL（BI）の変化

3.9%

4.9%

2.6%

8.4%

7.8%

9.2%

23.7%

23.9%

23.5%

44.2%

46.2%

41.4%

15.3%

13.0%

18.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=906）

リハマネ算定あり

（n=515）

リハマネ算定なし

（n=391）

11点以上 6～10点 1～5点 0点 -1点以下 無回答

■利用開始から６ヶ月後のIADL（FAI）の変化

【出典】通所・訪問リハビリテーションの適切な在り方についての調査研究事業（令和７年度老人保健健康増進等事業）

※Barthel Index（BI）はADL（日常生活動作）の自立度を評価する指標であり、10項目からなる。
総計は0～100点であり、点数が高いほどADLの自立度が高い。

※Frenchay Activities Index（FAI）はIADL（手段的日常生活動作）の実施頻度を評価する指標であり、15項目からなる。
総計は0～45点であり、点数が高いほどIADLの実施頻度が高い。



生活行為向上リハビリテーション実施加算
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1250単位／月

単位数

イ 生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経験を有する作業療法士又は生活行為の内容の充実を図るための研修を修了
した理学療法士若しくは言語聴覚士が配置されていること。

ロ 生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載され
たリハビリテーション実施計画をあらかじめ定めて、リハビリテーションを提供すること。

ハ 当該計画で定めた指定通所リハビリテーションの実施期間中に指定通所リハビリテーションの提供を終了した日前１月以内に、リハビ
リテーション会議を開催し、リハビリテーションの目標の達成状況を報告すること。

ニ 通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算(イ),(ロ)又は(ハ)のいずれかを算定していること。

ホ 指定通所リハビリテーション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が当該利用者の居宅を
訪問し、生活行為に関する評価をおおむね１月に１回以上実施すること。

大臣基準告示

① 生活行為向上リハビリテーション実施加算の「生活行為」とは、個人の活動として行う排泄、入浴、調理、買い物、趣味活動等をいう。

② 生活行為向上リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーション（以下「生活行為向上リハビリテーション」という。）は加齢
や廃用症候群等により生活機能の１つである活動をするための機能が低下した利用者に対して、当該機能を回復させ、生活行為の内容の
充実を図るための目標と当該目標を踏まえた６月間の生活行為向上リハビリテーションの内容を生活行為向上リハビリテーション実施計
画にあらかじめ定めた上で、計画的に実施するものであること。

（略）

⑦ 生活行為向上リハビリテーション実施計画に従ったリハビリテーションの評価に当たっては、利用者の居宅を訪問し、当該利用者の居
宅における応用的動作能力や社会適応能力について評価を行い、その結果を当該利用者とその家族に伝達すること。なお、当該利用者の
居宅を訪問した際、リハビリテーションを実施することはできないことに留意すること。

留意事項通知

（略）指定通所リハビリテーション事業所が、生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーションの実
施内容等をリハビリテーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対して、リハビリテーションを計画的に行い、当該利用者の有する
能力の向上を支援した場合は、生活行為向上リハビリテーション実施加算として、（中略）所定単位数に加算する。

算定に関する基準



生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定が困難な理由

14

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

対象となる利用者がいない

生活行為向上リハ研修を修了している職員がいない

リハビリテーションマネジメント加算の取得が困難

生活行為向上リハ実施計画書を作成する時間がとれない

利用者の経済的な負担が大きくなる

居宅訪問することが難しい

本人・家族が意義・必要性を理解できない

支給限度額の上限を超えてしまう

その他

特になし
n=448

■生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定が困難な理由

○生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定が困難な理由としては、「対象者がいない」「研修を修了している
職員がいない」「リハビリテーションマネジメント加算の算定が困難」等があげられた。

【出典】通所・訪問リハビリテーションの適切な在り方についての調査研究事業（令和７年度老人保健健康増進等事業）

社保審－介護給付費分科会
資料３

第258回（R８.6.15)



生活行為向上リハビリテーション実施計画とリハビリテーション計画の内容

15

（別紙様式２－２－１）
本人・家族等の希望
健康状態、経過
心身機能・構造
活動（基本動作）
活動（ADL）
リハビリテーションの短期目標（心身機能・活動・生活）
リハビリテーションの長期目標（心身機能・活動・生活）
リハビリテーションの方針
本人・家族への生活指導の内容（自主トレ指導含む）
リハビリテーション実施上の留意点
リハビリテーションの見通し・継続理由
リハビリテーションの終了目安

（別紙様式２－２－２）
活動（IADL）
環境因子
社会参加の状況
活動・参加に影響を及ぼす課題の要因分析
要因分析を踏まえた具体的なサービス内容
（期間、具体的内容、頻度、時間）
リハビリテーション開始後から比較して改善した活動と参加

リハビリテーション計画書

※利用者全員に作成するもの

※生活行為向上リハビリテーション実施加算算定者に作成するもの

○生活行為向上リハビリテーション実施計画とリハビリテーション計画書の項目は共通しているものが多い。



論点① リハビリテーションマネジメントの推進

論点①

◼ 生活期リハビリテーションは、日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を可能とし、その自立を促すために、心

身機能、活動、参加にバランスよく働きかけることが重要である。

◼ リハビリテーションマネジメント加算は、リハビリテーションの質の向上を図るため、多職種が共同して、心身機能、

活動、参加について、バランスのよいリハビリテーションが提供できているかを継続的に管理していることを評価し

ている。

◼ 通所リハビリテーション計画や実施内容は、リハビリテーションマネジメント加算の算定にかかわらず、筋力増強訓

練や歩行訓練が多く、ADL訓練やIADL訓練は一部にとどまる。

◼ リハビリテーションマネジメント加算の算定率は、事業所ベースで（イ）14.6％（ロ）39.0％（ハ）10.5％、利用者

ベースで（イ）7.8％（ロ）32.5％（ハ）11.1％となっている。

◼ 生活行為向上リハビリテーション実施加算は、ADLやIADLなどの生活機能が低下する廃用症候群への早期対応を促

す観点から、平成27年度の介護報酬改定において創設された。

◼ 生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定率は1.6％であり、算定困難な理由として、生活行為向上リハビリ

テーション実施計画を作成する時間がとれないことがあげられている。

◼ 生活期のリハビリテーションにおいて、利用者の日常生活の自立を促すためのリハビリテーションを推進する観点か

ら、どのような対応が考えられるか。

◼ また、介護サービス事業所の事務負担軽減の観点から、どのような対応が考えられるか。

16



論点① リハビリテーションマネジメントの推進

対応案

◼ 生活期リハビリテーションにおいて、居宅における利用者の日常生活の自立を促すために心身機能、活動、参加にバ

ランスよく働きかけるリハビリテーションを推進する観点から、以下をリハビリテーションマネジメント加算の算定

要件として明確化してはどうか。

①リハビリテーション会議において、利用者の居宅における活動や参加の状態を共有し、活動や参加の目標及び目標

を踏まえたADL訓練やIADL訓練等を含むリハビリテーション計画を設定すること

②リハビリテーション会議において、目標の達成状況を報告し、必要に応じてリハビリテーション計画を見直すこと

◼ 生活行為向上リハビリテーション実施加算について、生活行為向上リハビリテーション計画を別途作成するのではな

く、通所リハビリテーション計画内に生活行為の内容について記載することとしてはどうか。

17
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１.（３）⑨ 退院後早期のリハビリテーション実施に向けた退院時情報連携の推進

概要

○ 退院時の情報連携を促進し、退院後早期に連続的で質の高いリハビリテーションを実施する観点から、医療機関
からの退院後に介護保険のリハビリテーションを行う際、リハビリテーション事業所の理学療法士等が、医療機関
の退院前カンファレンスに参加し、共同指導を行ったことを評価する新たな加算を設ける。【告示改正】

【訪問リハビリテーション★、通所リハビリテーション★】

算定要件等

（訪問リハビリテーションの場合）
○ 病院又は診療所に入院中の者が退院するに当たり、訪問リハビリテーション事業所の医師又は理学療法士、作業

療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファレンスに参加し、退院時共同指導※を行った後に、当該者に対する
初回の訪問リハビリテーションを行った場合に、当該退院につき１回に限り、所定単位数を加算する。（新設）

※ 利用者又はその家族に対して、病院又は診療所の主治の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の従業者と利用者の状
況等に関する情報を相互に共有した上で、在宅でのリハビリテーションに必要な指導を共同して行い、その内容を在宅でのリハビリ
テーション計画に反映させることをいう。

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞
なし 退院時共同指導加算 600単位/回（新設）

19



退院・退所前カンファレンスへの参加とサービス開始までの期間

20

25.8%

40.8%

73.6%

57.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療機関退院

（n=329）

介護老人保健施設

退所（n=71）

参加あり 参加なし 無回答

29.2%

27.6%

70.3%

72.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療機関退院

（n=414）

介護老人保健施設

退所（n=29）

参加あり 参加なし 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50%

３日以内

４日以上７日以内

８日以上14日以内

14日以上28日以内

参加あり（n=129） 参加なし（n=313）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

３日以内

４日以上７日以内

８日以上14日以内

14日以上28日以内

参加あり（n=114） 参加なし（n=283）

○退院・退所後の利用者のうち、事業所職員が退院・退所前カンファレンスに参加していたのは25%以上であった。
○事業所職員が退院・退所前カンファレンスに参加していた利用者の方が、退院・退所後からサービス利用開始までの

期間が短かった。

【出典】通所・訪問リハビリテーションの適切な在り方についての調査研究事業（令和７年度老人保健健康増進等事業）

■退院・退所からサービス開始までの期間

訪問リハ 通所リハ

■退院・退所前カンファレンスへの参加

訪問リハ 通所リハ



論点② 退院時共同指導加算の拡充

論点②

◼ 令和６年度介護報酬改定において、医療・介護のリハビリテーションの連携を強化するために退院時共同指導加算が

新設された。

◼ 医療機関での退院前カンファレンスに参加している事業所は25.8％、介護老人保健施設での退所前カンファレンスに

参加している事業所は40.8％だった。

◼ 退院・退所前カンファレンスに参加している方が、退院・退所から通所リハビリテーション利用開始までの期間が短

い。

◼ 介護老人保健施設等から退所した際に、リハビリテーションが必要な方に対して、早期に連続的で質の高いリハビリ

テーションを提供するためにはどのような対応が考えられるか。

対応案

◼ 退院時共同指導加算の対象に、介護老人保健施設・介護医療院の退所者を加えてはどうか。

21



１．これまでの分科会における主なご意見

２．論点及び対応案

３．参考資料
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通所リハビリテーションの概要

23

病院、診療所、介護老人保健施設、その他厚生労働省令で定める施設で行う、居宅要介護者に対する、
心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法、作業療法その他必要なリハビ
リテーション

定義

通所リハビリテーションを提供するために必要な職員・設備等は次のとおり

・人員基準

・設備基準

必要となる人員・設備等

医師
専任の常勤医師１以上
（病院、診療所と併設されている事業所、介護老人保健施設、介護医療院では、当該
病院等の常勤医師との兼務で差し支えない。）

従事者
（理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士、看護師、准看
護師、介護職員）

単位ごとに利用者１０人に１以上

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士

上の内数として、単位ごとに利用者１００人に１以上
(所要１～２時間の場合、適切な研修を受けた看護師、准看護師、柔道整復師、あん
摩マッサージ師で可)

リハビリテーションを行う
専用の部屋

指定通所リハビリテーションを行うにふさわしい専用の部屋等であって、３平方メー
トルに利用定員を乗じた面積以上のもの。

施設の規模
通常規模型 前年度１月当たりの平均利用延人員数が７５０人以内

大規模型 前年度１月当たりの平均利用延人員数が７５１人以上

社保審－介護給付費分科会
資料３

第258回（R８.6.15)



通所リハビリテーションの報酬
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通常規模型
（前年度の１月あたりの平均利用延

べ人員数が750人以内の事業所）

大規模型
（前年度の１月あたりの平均利用延

べ人員数が751人以上の事業所）

１
～
２

時
間

７
～
８

時
間

※

サービス提供時間、利用者の要介護度、事業所規模に応じた基本サービス費 利用者の状態に応じたサービス提供や事業所の体制に対する主な加算・減算

指定通所リハビリテーションの介護報酬のイメージ（１回あたり） ※ 加算・減算は主なものを記載

491
単位

458
単位

429
単位

398
単位

369
単位

475
単位

445
単位

415
単位

388
単位

357
単位

要介護１ ２ ３ ４ ５

要介護１ ２ ３ ４ ５

※その他、２～３時間、３～４時間、４～５時間、５～６時間、６～７時間
のサービス提供時間がある。

※大規模型事業所のうち、以下を満たす場合は通常規模型の基本報酬を算定
する。
・リハビリテーションマネジメント加算の算定率が利用者全体の80％以上
・リハビリテーション専門職の配置が10対１以上

要介護１ ２ ３ ４ ５

要介護１ ２ ３ ４ ５

1379
単位1215

単位1046
単位903

単位762
単位

1,300
単位

1,140
単位983

単位
847
単位

714
単位

サービス提供体制強化加算
 (Ⅰ)22単位/回
 (Ⅱ)18単位/回
 (Ⅲ)６単位/回

重度療養管理加算
100単位/日

短期集中個別リハビリテーション実施加算：110単位/日

移行支援加算：12単位/日

認知症短期集中リハビリテーション実施加算
（Ⅰ）240単位/日 （Ⅱ）1920単位/月

中重度者ケア体制加算
20単位/日

生活行為向上リハビリテーション実施加算
1250単位/月（６月以内）

介護職員等処遇改善加算
(Ⅰ)イ 10.3％ ロ 11.1％
(Ⅱ)イ 10.0％ ロ 10.8%
(Ⅲ) 8.3％ (Ⅳ) 7.0％

栄養改善加算
200単位/回

口腔・栄養スクリーニン
グ加算 (Ⅰ)20単位/回

(Ⅱ)５単位/回

口腔機能向上加算
(Ⅰ)150単位/回
(Ⅱ)イ 155単位/回
   ロ 160単位/回

入浴介助加算
(Ⅰ)40単位/回 (Ⅱ)60単位/回

科学的介護推進体制加算:40単位/月

栄養アセスメント加算
50単位/月

リハビリテーション提供体制加算
３～４時間：12単位/回
４～５時間：16単位/回
５～６時間：20単位/回
６～７時間：24単位/回
７時間以上：28単位/回

退院時共同指導加算：600単位/回

リハビリテーションマネジメント加算
（イ）6月以内560単位/月、６月超240単位/月
（ロ）6月以内593単位/月、６月超273単位/月
（ハ）6月以内793単位/月、６月超473単位/月

事業所の医師が利用者(家族)へ説明し同意を得た場合
270単位/月

若年性認知症利用者受入加算：60単位/日

送迎を実施しない場合
片道につき▲47単位

同一建物に居住する者や同一建物からサービスを利用
する場合：▲94単位/日

高齢者虐待防止措置未実施減算
▲１％

業務継続計画未策定減算：▲１％

社保審－介護給付費分科会
資料３
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介護予防通所リハビリテーションの報酬
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要支援度に応じた
基本サービス費

指定介護予防通所リハビリテーションの介護報酬のイメージ（1月あたり）

要支援１ 2268単位/月

要支援２ 4228単位/月

利用者数が定員を超える △30％

事業所の体制等に対する
加算・減算

利用者の状態等に応じた
サービス提供に対する加算・減算

医師、理学療法士･作業療法士･言語聴覚士、
看護･介護職員数が基準を満たさない

△30％

科学的介護推進体制加算 40単位/月

一体的サービス提供加算 480単位/月

事業所と同一建物に居住する者や同一建物から
サービスを利用
要支援１ △376単位/月 要支援２ △752単位/月

サービス提供体制加算
（Ⅰ）要支援１ 88単位/月

要支援２ 176単位/月
（Ⅱ）要支援１ 72単位/月

要支援２ 144単位/月
（Ⅲ）要支援１ 24単位/月

要支援２ 48単位/月

介護職員等処遇改善加算
(Ⅰ)イ 10.3％ ロ 11.1%
(Ⅱ)イ 10.0％ ロ 10.8%
(Ⅲ) 8.3％ (Ⅳ) 7.0％

若年性認知症利用者受入 240単位/月

※月額定額報酬

※ 加算・減算は主なものを記載

中山間地等に居住する者への
サービス提供 ５％

退院時共同指導加算 600単位/回

生活行為向上リハビリテーション実施加算
562単位/月

栄養アセスメント加算 50単位/月

栄養改善加算 200単位/回

口腔・栄養スクリーニング加算
（Ⅰ）20単位/回 （Ⅱ）５単位/回

口腔機能向上加算
（Ⅰ）150単位/月 （Ⅱ） 160単位/月

高齢者虐待防止措置未実施 △１％
業務継続計画未策定 △１％

12月を超えての利用※
要支援１ △120単位/月 要支援２ △240単位/月

※減算免除要件
・3月に1回以上のリハ会議の開催
・リハ計画書のLIFE提出

社保審－介護給付費分科会
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通所リハビリテーションの請求事業所数

26【出典】介護給付費等実態統計（旧：介護給付費等実態調査）（各年４月審査分）より老健局老人保健課にて作成

6436
6530 6539 6703 6763 6860

3463 3562 3699 3831 3960 4013 4180 4447 4392 4352 4340 4245 3984

3586 3616
3643 3668 3679 3688

3690
3674 3636 3630 3616 3572

3526

10
23 41 51 60 64

74

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

総数 病院・診療所 介護老人保健施設 介護医療院 不明

※請求事業所数には、月遅れ請求分及び区分不詳を含む。

※介護予防サービスは含まない。

7056 7200
7371

7511 7675 7740
7920

8188 8116 8060 8032 7919
7769

（事業所）
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介護予防通所リハビリテーションの請求事業所数

27【出典】介護給付費等実態統計（旧：介護給付費等実態調査）（各年４月審査分）より老健局老人保健課にて作成

5701

6114 6194
6338 6370

6512

2789 2920 3084 3194 3356 3459 3654
3986 3969 3961 3925 3863 3765

3403
3440

3466 3476
3499 3523

3521
3504 3462 3413 3396 3382 3354

10
21 36 47 56 59 71

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

総数 病院・診療所 介護老人保健施設 介護医療院 不明

※請求事業所数には、月遅れ請求分及び区分不詳を含む。

6745 6896
7081 7195 7362

7473
7656

7971 7900 7837 7777 7692 7556

（事業所）
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通所リハビリテーション事業所の事業所規模別の内訳

28【出典】厚生労働省「介護給付費等実態統計（月報）」（令和7年4月分）より老健局老人保健課にて作成

通常規模
6,530施設（86.1％）

大規模（特例）
369施設（4.9％）

大規模
685施設（9.0％）

■事業所規模の内訳
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通所リハビリテーションの要介護度別受給者数

29【出典】介護給付費等実態統計（旧：介護給付費等実態調査）（各年４月審査分）より老健局老人保健課にて作成

38.6 40.9 41.2 43.1 44.7 45.0 47.1 49.9 53.4 55.9 60.0 63.3 68.3 68.1 71.1 70.8 73.2 76.5 79.4 

55.2 
69.1 73.2 71.2 70.5 72.6 75.7 78.9 82.7 85.0 90.5 96.1 102.3 103.8 103.6 100.0 103.1 108.3 110.6 

111.8 94.4 95.1 102.8 109.5 113.9 120.4 
126.1 

132.1 136.4 
142.1 

146.0 
149.9 148.7 146.8 145.1 148.3 

149.9 150.1 106.7 114.0 117.3 
119.4 

123.1 
126.8 

130.8 
133.6 

136.5 
137.6 

140.7 
142.7 

144.4 141.1 135.2 130.5 
132.0 

135.0 135.0 

75.2 
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45.4 
44.8 42.5 41.7 
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17.7 
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23.3 

22.9 
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

597.9 587.9 576.4

455.3
462.3

473.6
486.7

505.1
523.2

537.1
553.1 560.8

493.9

（千人）

※総数には、月の途中で要介護から要支援（又は要支援から要介護）に変更となった者を含む。

※経過的要介護は含まない。

578.3
591.8

607.6
588.7 599.2 600.0
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通所リハビリテーションの要介護度別受給者割合

30【出典】介護給付費等実態統計（旧：介護給付費等実態調査）（各年４月審査分）より老健局老人保健課にて作成

※総数には、月の途中で要介護から要支援（又は要支援から要介護）に変更となった者を含む。

※経過的要介護は含まない。

※四捨五入等のため、内訳の合計が総数に一致しない場合がある。

8.6% 8.9% 8.7% 8.9% 9.1% 8.9% 9.0% 9.3% 9.7% 10.0% 10.4% 10.7% 11.2% 11.4% 12.1% 12.3% 12.4% 12.8% 13.2%
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15.0% 15.5% 14.6% 14.3% 14.4% 14.5% 14.7% 15.0% 15.2% 15.6% 16.2% 16.8% 17.4% 17.6% 17.4% 17.5% 18.1% 18.4%

24.9% 20.4% 20.1% 21.1% 22.2% 22.6% 23.0% 23.5% 23.9% 24.3% 24.6% 24.7% 24.7% 24.9% 25.0% 25.2% 25.2% 25.0% 25.0%

23.7% 24.7% 24.8% 24.6% 24.9% 25.1% 25.0% 24.9% 24.7% 24.5% 24.3% 24.1% 23.8% 23.6% 23.0% 22.7% 22.4% 22.5% 22.5%

16.7% 17.5% 17.7% 16.8% 15.6% 15.2% 14.9% 14.5% 14.2% 13.8% 13.5% 13.1% 12.8% 12.5% 12.2% 12.3% 12.2% 11.8% 11.5%

9.7% 9.7% 9.5% 9.8% 9.4% 9.2% 9.2% 8.8% 8.6% 8.2% 7.9% 7.7% 7.4% 7.1% 7.1% 7.3% 7.3% 7.0% 6.7%
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通所リハビリテーションの費用額

31【出典】介護給付費等実態統計（旧：介護給付費等実態調査）報告（各年５月審査分～翌年４月審査分）より老健局老人保健課にて作成

52,265 57,043 59,067 59,482 60,501 62,677 65,556 69,632 57,403 60,758 65,353 73,434 79,887 76,271 79,093 78,929 83,047 86,433 

323,160 
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383,668 

394,731 
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介護予防サービス 介護サービス

491,277

468,511 468,645
458,711

463,753
474,728

（百万円）

375,425
390,117

417,956
431,941

457,408
467,521

479,474 475,979

444,169

※費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額（公費の本人負担額)の合計額。

※補足給付は含まない。

480,002
489,469

482,639
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通所リハビリテーションの経営状況

32

○通所リハビリテーションの収支差率（令和６年度決算税引き前（物価高騰対策関連補助金を含まない））は2.0%となっ
ている。

■ 居宅サービスにおける平均収支差率

注１）上段（括弧無し）は「税引前収支差率（物価高騰対策関連補助金等を含まない）」、中段（山括弧）は「税引前収支差率（物価高騰対策関連補助金を含む）」、下段（丸括弧）は「税引後収支差率」である。
注２）令和４年度決算の中段（山括弧）の収支差率には、物価高騰対策関連補助金に加え、コロナ関連補助金も含まれている。

【出典】令和５年度介護事業経営実態調査結果及び令和７年度介護事業経営概況調査結果

サービスの種類
令和５年度実態調査 令和７年度概況調査

令和４年度決算 令和５年度決算 令和６年度決算
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